
農用地利用集積計画（利用権設定等促進事業）

１ 農用地利用集積計画の作成

市町村は、農業委員会の決定を経て利用権設定等の内容を含め

た農用地利用集積計画を定めなければならない。

２ 農用地利用集積計画の要件

① 計 内容が市 村基本構想 適合する と

○農業経営基盤強化促進法における利用権設定等促進事業の仕組み

受け手出し手

① 計画の内容が市町村基本構想に適合すること

② 利用権の設定等を受ける者が次のすべてに該当すること

ア 農用地のすべてを効率的に耕作すること

イ 農作業に常時従事すること

ウ 農作業に常時従事しないと認められる者については、アの

ほか次の要件のすべてを満たすこと

認定農業者

市町村による
農用地利用集積計画の作成

（１８条１～３項）

作成を
申し出
（１８条
５項）

規模拡大の
申し出

（１３条１項）

農地利用

集積円滑化
団体 よるほか次の要件のすべてを満たすこと

(ｱ) 地域の農業者との適切な役割分担の下に農業経営を行う

こと

(ｲ) その者が法人である場合は、業務執行役員のうち一人以

上の者が耕作の事業に常時従事すること

※ 農用地利用集積計画に、農用地を適正に利用していない

農業委員
会による
利用調整

（１８条１～３項）５項）

作成を要請
（１３条
４項）１．計画の内容が市町村基本構想に適合

すること

２．利用権の設定等を受ける者の要件

農用地利用集積計画の要件

農用地利

用改善団体
による調整

団体による
調整

場合には貸借を解除する旨の条件が定められている必要が

ある。

③ 利用権を設定する土地について関係権利者すべての同意を得

ていること

ただし、数人の共有に係る土地について利用権(存続期間が

２．利用権の設定等を受ける者の要件
① 農用地のすべてを効率的に利

用して耕作すること
② 農作業に常時従事すること

３．利用権を設定する土地について権利
関係者すべての同意を得ていること

による調整

農業協同
組合

による調整

５年を超えないものに限る。)を設定する場合は、２分の１を

超える共有持分を有する者の同意を得ていること

３ 農用地利用集積計画の公告

農用地利用集積計画の公告により、計画の定めるところによっ

て利用権が設定され 若しくは移転し 又は所有権が移転する

農業委員
会の決定
（１３条４
項を除く）（ 条

土地改良区
による調整

共有農地については、共有持分の
1/2超の同意で足りる。

て利用権が設定され、若しくは移転し、又は所有権が移転する。

４ 農地法の特例

農用地利用集積計画の定めるところにより農用地の利用権の設

定等が行われる場合には、

① 権利移動の許可、② 賃貸借の法定更新

項を除く）

農地法の適用除外

公 告
（１９条）

（１８条
１項）

① ② 賃貸 更

の規定は適用されない。 ① 権利移動の許可
（３条）

② 賃貸借法定更新
（１７条）

利用権設定等の効果が発生
（２０条）


